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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定の長さを有するアンテナエレメントと、
　電気信号を伝送する伝送線路と、
　少なくとも前記アンテナエレメントと前記伝送線路との間に配置される電波吸収減衰部
と、
　前記電波吸収減衰部を覆う被覆部を備え、
　前記アンテナエレメントと、前記伝送線路と、前記電波吸収減衰部と、前記被覆部とが
一体とされたケーブルとして構成される
　アンテナ。
【請求項２】
　前記電波吸収減衰部は、前記アンテナエレメントで受信する周波数帯の電波を吸収して
減衰させる特性を有する
　請求項１に記載のアンテナ。
【請求項３】
　前記電波吸収減衰部は、磁性材料を含有する絶縁体で形成される
　請求項１または２に記載のアンテナ。
【請求項４】
　前記絶縁体に含有される前記磁性材料には、複素透磁率の磁気損失項の虚部μ′′の値
が、前記アンテナエレメントが受信する周波数帯において大きい材料が用いられる
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　請求項３に記載のアンテナ。
【請求項５】
　前記電波吸収減衰部を形成する前記絶縁体に含有される前記磁性材料は、フェライトで
ある
　請求項３または４に記載のアンテナ。
【請求項６】
　前記磁性材料の粒径が１～１９０μｍである
　請求項３～５のいずれか一項に記載のアンテナ。
【請求項７】
　前記電波吸収減衰部における前記磁性材料の含有率は重量比６５～９０％である
　請求項３～６のいずれか一項に記載のアンテナ。
【請求項８】
　前記電波吸収減衰部は樹脂材料を含む
　請求項３～７のいずれか一項に記載のアンテナ。
【請求項９】
　前記伝送線路は、その略全長を前記電波吸収減衰部で被覆されており、前記アンテナエ
レメントは、前記電波吸収減衰部の外側に配置される
　請求項１～８のいずれか一項に記載のアンテナ。
【請求項１０】
　前記アンテナエレメントは、前記電波吸収減衰部の外周部分に、前記電波吸収減衰部の
略全長を被覆する形状で設けられる
　請求項１～９のいずれか一項に記載のアンテナ。
【請求項１１】
　前記被覆部は前記アンテナエレメントの外周部分に、前記アンテナエレメントを被覆す
る形状で設けられる
　請求項１～１０のいずれか一項に記載のアンテナ。
【請求項１２】
　前記アンテナエレメントは、前記電波吸収減衰部の外周部分に、編組線又は巻き線とし
て形成される請求項１～１１のいずれか一項に記載のアンテナ。
【請求項１３】
　前記アンテナエレメントは、線状の形状であり、前記電波吸収減衰部の外周部分に螺旋
状に巻回されて構成される
　請求項１～１１のいずれか一項に記載のアンテナ。
【請求項１４】
　当該アンテナは、前記電波吸収減衰部でその略全長が被覆された前記伝送線路と、その
外周部分がその略全長に渡って前記電波吸収減衰部で被覆された前記アンテナエレメント
とが、前記被覆部の内部で並行に配置されてなる
　請求項１～１０のいずれか一項に記載のアンテナ。
【請求項１５】
　アンテナとチューナ部と表示部を含み、
　前記アンテナは、
　所定の長さを有するアンテナエレメントと、
　電気信号を伝送する伝送線路と、
　少なくとも前記アンテナエレメントと前記伝送線路との間に配置される電波吸収減衰部
と、
　前記電波吸収減衰部を覆う被覆部を備え、
　前記アンテナエレメントと、前記伝送線路と、前記電波吸収減衰部と、前記被覆部とが
一体とされたケーブルとして構成される
　受信システム。
【請求項１６】
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　イヤホンケーブルを有する
　請求項１５に記載の受信システム。
【請求項１７】
　当該アンテナエレメントがコンデンサを介して当該チューナ部と接続される
　請求項１５または１６に記載の受信システム。
【請求項１８】
　当該ケーブルの一端に基板を有し、当該基板上に高周波遮断素子が設けられている
　請求項１５～１７のいずれか一項に記載の受信システム。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、音声信号や電源等の電気信号の伝送線路と近接して配置された状態で使用さ
れるアンテナエレメントを有するアンテナに関し、特に、このようなアンテナにおけるア
ンテナ特性を向上させる技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、デジタルテレビジョン放送やデジタルラジオ放送等の電波を受信するアンテナエ
レメントが、音声信号や電源等の電気信号の伝送線路と非常に近接した位置に配置される
ことが増えてきている。例えば特許文献１には、同軸線の芯線を音声信号の伝送路として
使用し、同軸線のシールド線（外部導体）をアンテナエレメントとして機能させたアンテ
ナケーブルが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１１－１７２１２５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、特許文献１に記載されたアンテナケーブルのように、複数の伝送線路が互い
に隣接して配置される場合には、各々の電磁場が互いに作用し合って容量結合を起こすこ
とがある。このような容量結合が発生した場合には、それぞれの伝送線路を伝わる電気信
号が隣接する他の伝送線路へ伝わり、本来伝わるべき信号が減衰してしまう。例えば、ア
ンテナエレメントを伝送されるＲＦ信号に、他の伝送線路を伝送されている音声信号が近
傍に有る場合、ＲＦ信号が減衰し、アンテナの受信特性が劣化してしまう。特許文献１に
記載の技術では、各伝送線路間で発生する容量結合を阻止することが難しいため、このよ
うなアンテナの受信特性の劣化が発生しうるという問題があった。
【０００５】
　本開示はかかる点に鑑みてなされたものであり、音声信号や電源等の電気信号の伝送線
路と近接して配置された状態で使用されるアンテナエレメントを有するアンテナにおける
、アンテナ特性を向上させることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本開示のアンテナは、所定の長さを有し電気力線を検出するアンテナエレメントと、電
気信号を伝送する伝送線路と、アンテナエレメントで受信する周波数帯の電波を吸収して
減衰させる特性を有し、少なくともアンテナエレメントと伝送線路との間に配置される電
波吸収減衰部とを備える。
【０００７】
　以上のようにアンテナを構成することで、アンテナエレメントで受信する周波数帯の電
波が電波吸収減衰部で吸収及び減衰されるため、アンテナエレメントと伝送線路間での容
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量結合の発生を抑制することが可能となる。
【発明の効果】
【０００８】
　本開示のアンテナによれば、アンテナエレメントと伝送線路間で容量結合が発生しにく
くなるため、アンテナの受信特性を良好に保つことができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本開示の一実施形態によるアンテナの概略構成例を示す概要図であり、Ａは直径
方向に切断した場合の断面図であり、Ｂは線路長方向に切断した場合の断面図である。
【図２】本開示の一実施形態による受信システムの構成例を示す概要図である。
【図３】本開示の一実施形態による、イヤホンケーブルと、アンテナケーブルと、携帯端
末内の接続端子の構成例を示す回路図である。
【図４】アンテナケーブルのケーブル部のジャックとの接続部分に抵抗を挿入した場合の
、アンテナケーブルの構成例を示す回路図である。
【図５】アンテナケーブルのケーブル部のジャックとの接続部分に抵抗を挿入した場合の
周波数－ゲイン特性を示す図であり、Ａ～Ｃは人体に装着されていない状態で測定された
周波数－ゲイン特性を示し、Ｄ～Ｆは人体に装着された状態で測定された周波数－ゲイン
特性を示す。
【図６】従来のアンテナケーブルによる周波数－ゲイン特性を示す図であり、Ａ～Ｃは人
体に装着されていない状態で測定された周波数－ゲイン特性を示し、Ｄ～Ｆは人体に装着
された状態で測定された周波数－ゲイン特性を示す。
【図７】本開示の一実施形態によるアンテナケーブルによる周波数－ゲイン特性を示す図
であり、Ａ～Ｃは人体に装着されていない状態で測定された周波数－ゲイン特性を示し、
Ｄ～Ｆは人体に装着された状態で測定された周波数－ゲイン特性を示す。
【図８】本開示の一実施形態による、ＧＮＤライン１０１Ｇに挿入されたＦＢ１２５を取
り除いた構成による周波数－ゲイン特性を示す図である。
【図９】本開示の一実施形態による、長さが１１００ｍｍのイヤホンケーブル２００が挿
入された状態かつ、人体に装着されていない状態で測定された周波数－ゲイン特性を示す
図であり、Ａ～Ｃは従来のアンテナケーブルによる周波数－ゲイン特性を示し、Ｄ～Ｆは
本構成のアンテナケーブルによる周波数－ゲイン特性を示す。
【図１０】本開示の一実施形態による、長さが１１００ｍｍのイヤホンケーブル２００が
挿入された状態かつ、人体に装着された状態で測定された周波数－ゲイン特性を示す図で
あり、Ａ～Ｃは従来のアンテナケーブルによる周波数－ゲイン特性を示し、Ｄ～Ｆは本構
成のアンテナケーブルによる周波数－ゲイン特性を示す。
【図１１】本開示の変形例１によるアンテナケーブルの概略構成例を示す概要図であり、
Ａは直径方向に切断した場合の断面図であり、Ｂは線路長方向に切断した場合の断面図で
ある。
【図１２】本開示の変形例２によるアンテナケーブルの概略構成例を示す概要図であり、
Ａは直径方向に切断した場合の断面図であり、Ｂは線路長方向に切断した場合の断面図で
ある。
【図１３】本開示の変形例３によるアンテナケーブルの概略構成例を示す概要図であり、
Ａは斜視図であり、Ｂは直径方向に切断した場合の断面図である。
【図１４】本開示の変形例４によるアンテナケーブルの概略構成例を示す概要図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本開示の一実施形態に係るアンテナの一例を、図面を参照しながら下記の順で説明する
。ただし、本開示は下記の例に限定されない。
１．本開示の一実施形態例に係るアンテナの構成例
２．本開示の一実施形態に係るアンテナが適用される受信システムの構成例
３．各種変形例
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【００１１】
＜１．アンテナの構成例＞
　まず、図１を参照して、本開示のアンテナが適用されるアンテナ１０の構成例を説明す
る。図１は、本開示のアンテナを同軸線で構成した場合の、アンテナ１０の内部構成例を
示す断面図である。図１Ａは、同軸線として構成したアンテナ１０をその線路長方向に対
して垂直な方向に切った場合の断面図であり、図１Ｂは、アンテナ１０をその線路長方向
に切断し、図１Ａ中に示した断面指示線Ａとして示した方向から見た場合の断面図である
。
【００１２】
　図１Ａ及び図１Ｂに示すように、アンテナ１０の中心部には、Ｌ（左）チャンネルの音
声信号を伝送するＬｃｈライン１１Ｌと、Ｒ（右）チャンネルの音声信号を伝送するＲｃ
ｈライン１１Ｒと、ＧＮＤ（グランド）ライン１１Ｇとが設けられている。これらは、同
軸線の芯線（内部導体）として構成されている。これらの伝送ライン（伝送線路）１１の
外周部には、樹脂１２よりなる層が設けられている。
【００１３】
　樹脂１２は、磁性材料の粉体が混合された合成樹脂（絶縁体）として構成される。本実
施の形態では、粉体として合成樹脂に配合させる磁性材料として、電波を吸収して減衰さ
せる電波吸収特性及び高周波的に高インピーダンスとなる特性を有するフェライトを用い
るものとする。樹脂１２よりなる層の厚さは、同軸線として構成されるアンテナ１０の直
径方向の断面について、全周で一定となるように構成する。
【００１４】
　樹脂１２の外周部には、外部導体としてのシールド線１３を設けてあり、このシールド
線１３がアンテナエレメントとして機能する。そして、アンテナエレメントとしてのシー
ルド線１３の外周を保護被覆１４で被覆してある。
【００１５】
　アンテナエレメントとしてのシールド線１３と各伝送ライン１１との間に、フェライト
を含有した電波吸収減衰部としての樹脂１２を設けたことで、それぞれのラインを伝送さ
れる信号が伝送線路の外側の空間に漏れることを防ぐことができる。これにより、各伝送
ライン１１とアンテナエレメントとのアイソレーションが確保されるため、アンテナ１０
の受信特性も良好に保たれる。
【００１６】
　このような効果を得るためには、樹脂１２に配合させる磁性材料の材質や断面積、磁路
長を、アンテナエレメントで受信したい周波数帯で十分に大きなインピーダンスが得られ
るような値に設定する必要がある。磁性材料の材質としては、複素透磁率の磁気損失項で
ある虚部（μ′′）が、アンテナエレメントで受信したい周波数帯において高い材質を選
ぶようにする。
【００１７】
　複素透磁率μは、以下の式１で表すことができる。
　μ＝μ′－ｊμ′′…式１
　上記式１において、μ′が実部でインダクタンス成分を示し、μ′′が虚部で抵抗成分
を示す。抵抗成分を示す虚部のμ′′は、以下の式２で算出することができる。

　上記式２において、“ＡＥ”は磁性材料の実効断面積（磁束が通る面積：単位ｍ２）を
示し、“ｌＥ”は実効磁路長（磁束が流れる距離：単位ｍ）を示す。また、“μ０”は真
空の透磁率を示し、“Ｎ”は測定用コイルの巻数を示し、“ｆ”は周波数（Ｈｚ）を示し
、“ＲＭＳＤ”は測定抵抗（Ω）を示す。
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【００１８】
　上記式２に示されるように、磁性材料の実効断面積ＡＥや実効磁路長ｌＥを変化させる
ことにより、複素透磁率μの磁気損失項である虚部μ′′の値を変化させることができる
。言い換えると、これらのパラメータを調整することで、どのような周波数帯の電波を受
信する場合にも、アンテナエレメントとその他の信号の伝送線路との間におけるアイソレ
ーションを確保することが可能となる。
【００１９】
＜２．一実施形態例に係る受信システムの構成例＞
　次に、本開示の第１の実施形態例に係るアンテナが適用される受信システム１の構成例
について、図２を参照して説明する。受信システム１は、本開示のアンテナ１０が適用さ
れるアンテナケーブル１００と、アンテナケーブル１００に接続されるイヤホンケーブル
２００と、アンテナケーブル１００が接続される携帯端末３００とよりなる。
【００２０】
　アンテナケーブル１００は、μＵＳＢ（Universal
Serial Bus）端子に挿入され、音声を聞くための音声伝達のケーブルの機能と、ＲＦ信号
を受信するアンテナの機能とを併せ持つケーブルとして構成される。図２には、接続の対
象がイヤホンケーブル２００である場合を図示してあり、このようにイヤホンケーブル２
００が接続されて使用してすることも可能である。アンテナケーブル１００のみの場合は
、アンテナ機能としてのみ機能するが、この場合、音声伝達機能とアンテナ機能を併せ持
って機能する。
【００２１】
　アンテナケーブル１００は、ケーブル部１０１と、ケーブル部１０１の一端に設けられ
たプラグ１０２と、他端に設けられたジャック１０３とよりなる。ケーブル部１０１は、
図１に示した構成と同様に同軸構造としてあり、各種電気信号の伝送線路としての芯線と
、アンテナエレメントとして機能するシールド線とを含む（いずれも図２では図示略）。
芯線は、例えば軟銅線等で形成され、シールド線は、例えば軟銅線を編組した編組線とし
て形成される。なお、編組線ではなく巻き線として構成したものに適用してもよい。
【００２２】
　芯線とシールド線との間には、図１に示したように、電波吸収減衰部としての樹脂より
なる層を設けている。アンテナケーブル１００の内部構成の詳細については後述する。シ
ールド線の外周部は、塩化ビニル樹脂やエラストマー等の樹脂よりなる保護被覆で被覆し
てある。
【００２３】
　プラグ１０２は、携帯端末３００内に設けられた接続端子３１０に挿入され、ジャック
１０３には、イヤホンケーブル２００のプラグ２０３が差し込まれる。本実施の形態では
、プラグ１０２をμＵＳＢプラグとして構成してあり、携帯端末３００内の接続端子３１
０は、μＵＳＢ接続端子として構成している。
【００２４】
　アンテナケーブル１００がアンテナとして機能する場合は、そのプラグ１０２が挿入さ
れた先の携帯端末３００がグランド（ＧＮＤ）として機能し、アンテナケーブル１００の
シールド線の部分がモノポールアンテナ（電界型アンテナ）として機能する。ジャック１
０３にイヤホンケーブル２００が差し込まれた場合には、イヤホンケーブル２００の部分
も含めた全長もアンテナエレメントとして電波を受信する。
【００２５】
　本実施の形態では、アンテナケーブル１００の部分の長さで、携帯端末向けマルチメデ
ィア放送で使用されているＶＨＦ－ｈｉｇｈ帯（２００ＭＨｚ前後）の周波数を受信でき
るように、アンテナケーブル１００のシールド線の部分の長さをλ／４の３００ｍｍに調
節している。アンテナケーブル１００に５００ｍｍのイヤホンケーブル２００が接続され
た場合には、両方を足した合計の長さでＦＭ帯の周波数を受信することができる。
【００２６】
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　イヤホンケーブル２００は、ケーブル部２０１と、ケーブル部２０１が分岐された先に
それぞれ接続されるＲｃｈ用イヤホン２０２Ｒと、Ｌｃｈ用イヤホン２０２Ｌを有する。
また、ケーブル部２０１の他端には、例えばφ３．５ｍｍの３極プラグとして構成したプ
ラグ２０３が接続されている。イヤホンケーブル２００のプラグ２０３は、アンテナケー
ブル１００のジャック１０３に差し込まれる。また、図２イヤホンケーブル２００は、音
声信号のみを伝送するイヤホンであるが、マイクロフォンの機能も有しているものでも問
題ない。その場合は、ケーブル部２０１のプラグ２０３は、φ３．５ｍｍの４極プラグと
して構成される。
【００２７】
　携帯端末３００は上述したように接続端子３１０を備え、この接続端子３１０には、ア
ンテナケーブル１００のプラグ１０２が挿入される。また、携帯端末３００は、デジタル
テレビジョン放送やデジタルラジオ放送、ＦＭ放送を受信するチューナ部（図示略）を備
え、チューナ部では、アンテナケーブル１００及び／又はイヤホンケーブル２００で受信
したこれらの放送波を復調及び復号する処理が行われる。また携帯端末３００は、不図示
の音声処理回路を備える。音声処理回路では、チューナ部で復調された音声データや、不
図示の記憶部に記憶された音声符号化データの復号処理が行われ、復号された音声データ
は、Ｌｃｈ用イヤホン２０２Ｌ及びＲｃｈ用イヤホン２０２Ｒに供給され、音声として出
力される。携帯端末３００はさらに、液晶パネル又は有機ＥＬ（Electro Luminescence）
パネル等よりなる表示部３２０を備える。表示部３２０には、チューナ部で復号された映
像データ等が表示される。
【００２８】
　次に、図３を参照して、図１に示した本開示のアンテナケーブル１０が適用されたアン
テナケーブル１００と、イヤホンケーブル２００と、携帯端末３００の接続端子３１０の
内部構成例について説明する。図３Ａにはイヤホンケーブル２００の内部構成例を示し、
図３Ｂにはアンテナケーブル１００及び携帯端末３００の接続端子３１０の内部構成例を
示す。
【００２９】
　まず図３Ａを参照して、イヤホンケーブル２００の内部構成例について説明する。イヤ
ホンケーブル２００は、上述したように、アンテナケーブル１００のジャック１０３に差
し込まれるプラグ２０３を有する。プラグ２０３は、携帯端末３００の接続端子３１０に
挿入される先端部２１０と、Ｌｃｈ用イヤホン２０２Ｌ及び／又はＲｃｈ用イヤホン２０
２Ｒが接続される円筒状の後端部２２０とで構成される。
【００３０】
　先端部２１０には、携帯端末３００の接続端子３１０に挿入される先端側から順に、Ｌ
ｃｈ端子２１０Ｌと、Ｒｃｈ端子２１０Ｒと、ＧＮＤ端子２１０Ｇとが設けられており、
それぞれは互い絶縁してある。後端部２２０には、先端側から順にＧＮＤ端子２２０Ｇと
、Ｒｃｈ端子２２０Ｒと、Ｌｃｈ端子２２０Ｌとが設けられており、これらも互いに絶縁
させてある。先端部２１０のＬｃｈ端子２１０Ｌと後端部２２０のＬｃｈ端子２２０Ｌと
は、後端部２２０の内部で電気的に接続されており、先端部２１０のＲｃｈ端子２１０Ｒ
と後端部２２０のＲｃｈ端子２２０Ｒとは、後端部２２０の内部で電気的に接続されてい
る。先端部２１０のＧＮＤ端子２１０Ｇと後端部２２０のＧＮＤ端子２２０Ｇも、後端部
２２０の内部で電気的に接続されている。
【００３１】
　続いて、図３Ｂを参照して、アンテナケーブル１００と、携帯端末３００の接続端子３
１０の内部構成例について説明する。説明を分かりやすくするため、まず携帯端末３００
の接続端子３１０の構成から説明し、次にアンテナケーブル１００の構成例を説明する。
携帯端末３００の接続端子３１０には、１ピン３１１と、２ピン３１２と、３ピン３１３
と、４ピン３１４と、５ピン３１５と、シールド３１６とが設けられている。
【００３２】
　接続端子３１０の１ピン３１１は、ＵＳＢケーブルとして使用される場合には電源供給
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用のＶｂｕｓ端子として機能する。但し、アンテナケーブル１００に、イヤホンケーブル
２００にマイクが付属するものが挿入された場合においては、今回は、不図示であるが、
マイクロフォンで収音された信号が、アンテナケーブル１００を介して伝送された音声信
号が入力されるＭＩＣ端子として機能する。１ピン３１１と、アンテナケーブル１００の
接続部との間に配線されるラインには、高周波遮断用のフェライトビーズ３１７が直列に
接続されている。なお、フェライトビーズでなくても高周波的に遮断できるものであれば
、インダクタでも問題なく使用できる。その他の場合も同様である。以下、フェライトビ
ーズを単に「ＦＢ」と略記する。
【００３３】
　接続端子３１０の２ピン３１２と３ピン３１３は、ＵＳＢケーブルとして使用される場
合にはパソコン等と通信を行うために送受信される差動信号の信号ラインの端子である。
また、この端子に音声信号が入力される場合には、２ピン（Ｄ－端子）３１２がＬチャン
ネルの端子となり、３ピン（Ｄ＋端子）３１３がＲチャンネルの端子となる。この差動で
用いられる２ピン３１２と３ピン３１３が接続されるラインには、コモンモードチョーク
３１８が接続されている。このコモンモードチョーク３１８がこの位置に配置されている
ことによって、ＵＳＢ使用時には、コモンモードノイズの除去を行い、イヤホンケーブル
２００とアンテナケーブル１００が挿入されて、音声信号の伝達を行う場合には、携帯端
末３００側には音声信号が通過するようになる。但し、この時に、コモンモードチョーク
３１８は、高周波的には、高いインピーダンスとなって、高周波遮断素子として機能する
。
【００３４】
　接続端子３１０の４ピン３１４は、差し込まれたプラグの種類と、そのプラグが何に使
われるのかという用途を識別するためのＩＤ端子（ＩＤはIdentificationの略で、「識別
端子」の意味）である。通常のＵＳＢケーブルとして使用される場合は、通常オープンと
なっている。本実施の形態では、このＩＤ端子として使われる４ピン３１４を、テレビジ
ョン放送等を受信するためのアンテナ端子に用いている。その詳細については後述するが
、アンテナエレメントとして機能させるシールド線１１１を、この４ピン３１４に接続す
るケーブル部１０１内のラインと接続させている。
【００３５】
　これにより、アンテナ端子として用いられる４ピン３１４を介して、シールド線１１１
で受信したＲＦ信号が取り出すことができるようになる。４ピン３１４が接続されるライ
ンには、約１０００ｐＦのコンデンサ３１９を直列接続してあり、このコンデンサ３１９
を介して４ピン３１４に供給されたＲＦ信号が、携帯端末３００内の不図示のチューナ部
に供給される。
【００３６】
　また、接続端子３１０の４ピン３１４には、コンデンサ３１９と並列に、高周波信号遮
断素子としてのＦＢ３２０が接続されている。このＦＢ３２０によって、イヤホンケーブ
ル２００及びアンテナケーブル１００を介して伝送されたＲＦ信号が遮断されることによ
り、ケーブル部１０１を介して伝送されたＩＤ信号のみが、携帯端末３００内の不図示の
ＩＤ識別回路に出力される。
【００３７】
　接続端子３１０の５ピン３１５は、接地用のグランド端子である。この５ピン３１５が
接続されるラインは、アンテナケーブル１００のオーディオプラグ１０２のシールド部と
、携帯端末３００に設けられた各シールド３１６と接続され、接地されている。
【００３８】
　続いて、引き続き図３Ｂを参照して、図１に示した本開示のアンテナ１０が適用される
アンテナケーブル１００の構成例について説明する。アンテナケーブル１００は、上述し
たように、同軸構造とされたケーブル部１０１の一端にプラグ１０２が設けられ、他端に
ジャック１０３が設けられてなる。ケーブル部１０１の、プラグ１０２が設けられる側の
端部には不図示の基板を設けてあり、プラグ１０２はこの基板に接続されている。
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【００３９】
　アンテナケーブル１００のジャック１０３には、ＭＩＣ端子１０３Ｍと、Ｌｃｈ端子１
０３Ｌと、Ｒｃｈ端子１０３Ｒと、ＩＤ端子１０３Ｉと、ＧＮＤ端子１０３Ｇとが設けら
れている。ケーブル部１０１は、ＭＩＣ端子１０３Ｍから入力された音声信号を伝送する
ＭＩＣライン１０１Ｍを有する。また、ケーブル部１０１は、Ｌｃｈ端子１０３Ｌから入
力されたＬｃｈの音声信号を伝送するＬｃｈライン１０１Ｌと、Ｒｃｈ端子１０３Ｒから
入力されたＲｃｈの音声信号を伝送するＲｃｈライン１０１Ｒとを有する。また、ケーブ
ル部１０１は、ＩＤ端子１０３Ｉに接続されるＩＤライン１０１Ｉと、ＧＮＤ端子１０３
Ｇに接続されるＧＮＤライン１０１Ｇとを有する。
【００４０】
　ＭＩＣライン１０１Ｍは、不図示の基板上に設けられた高周波信号遮断素子としてのＦ
Ｂ１２１に接続されており、このＦＢ１２１を介して、携帯端末３００の接続端子３１０
内の１ピン３１１（Ｖｂｕｓ／ＭＩＣ端子）に接続される。Ｌｃｈライン１０１Ｌは、不
図示の基板上に設けられたＦＢ１２２に接続されており、このＦＢ１２２を介して、携帯
端末３００の接続端子３１０内の２ピン３１２（Ｄ－／Ｌｃｈ端子）に接続される。Ｒｃ
ｈライン１０１Ｒは、不図示の基板上に設けられたＦＢ１２３に接続されており、このＦ
Ｂ１２３を介して、携帯端末３００の接続端子３１０内の３ピン３１３に接続される（Ｄ
＋／Ｒｃｈ端子）。
【００４１】
　ＩＤライン１０１Ｉは、不図示の基板上に設けられた抵抗１２４に接続されており、こ
の抵抗１２４を介して、携帯端末３００の接続端子３１０内の４ピン３１４（ＩＤ／アン
テナ端子）に接続される。この抵抗１２４の抵抗値は、ジャック１０３にイヤホンケーブ
ル２００が接続された場合に変化する。この抵抗値の変化を検出することにより、携帯端
末３００側で、アンテナケーブル１００をＵＳＢケーブルとして使用するモードではなく
、音声信号の伝送線路として使用するモードに切り換える処理を行う処理を行っている。
【００４２】
　ＧＮＤライン１０１Ｇは、不図示の基板上に設けられたＦＢ１２５に接続されており、
このＦＢ１２５を介して、携帯端末３００の接続端子３１０内の５ピン３１５（ＧＮＤ端
子）に接続される。
【００４３】
　なお、ＧＮＤライン１０１Ｇに接続されるＦＢ１２５は、その直流インピーダンスが高
いと音声信号に良くない影響を与えてしまう。例えば、イヤホンケーブル２００をマイク
ロフォンとして使用する場合には、この部分の直流インピーダンスが高いとエコーが発生
したりする。このため、ＧＮＤライン１０１Ｇに接続されるＦＢ１２５の直流インピーダ
ンスは０．２５Ω以下とすることが望ましく、例えば０．１Ω程度に設定するものとする
。
【００４４】
　アンテナケーブル１００のケーブル部１０１内を通る、これらの、ＭＩＣライン１０１
Ｍと、Ｌｃｈライン１０１Ｌと、Ｒｃｈライン１０１Ｒと、ＩＤライン１０１Ｉと、ＧＮ
Ｄライン１０１Ｇとは、同軸線の芯線として構成される。これらの各ライン（伝送線路）
の外周部には、樹脂１１２による層を電波吸収減衰部として設けてあり、この層の外側に
シールド線１１１を這わせてある。
【００４５】
　シールド線１１１はアンテナエレメントとして機能するものであり、テレビジョン放送
やラジオ放送の放送波を受信する。本実施の形態では、シールド線１１１とＩＤライン１
０１Ｉとを接続させており、シールド線１１１で受信されたＲＦ信号はＩＤライン１０１
Ｉを介して伝送され、携帯端末３００の接続端子３１０内の４ピン３１４で取り出される
。
【００４６】
　本実施の形態では、上述したように、電波吸収減衰部としての樹脂１１２に含有させる
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磁性材料として、複素透磁率の磁気損失項である虚部（μ′′）が、アンテナエレメント
で受信したい周波数帯において高い材質を選択している。これにより、アンテナエレメン
トを伝送される電波が樹脂１１２で吸収及び減衰されるため、アンテナエレメントとして
のシールド線１１１と、芯線として構成された各伝送ラインとが容量結合してしまうこと
がなくなる。これにより、各伝送ライン１１とアンテナエレメントとのアイソレーション
が確保されるため、アンテナ１０の受信特性も良好に保たれる。
【００４７】
　本実施の形態では、樹脂１１２として、樹脂材料に対して粒径１～１９０μｍのフェラ
イト粉体を重量比６５～９０％に混合したものを使用し、樹脂１１２の厚さは約０．４ｍ
ｍとした。なお、この配合は２００ＭＨｚの周波数を遮断する場合に適切なものであり、
本開示はこの値に限定されるものではない。樹脂材料に対するフェライト粉体の配合比は
、遮断したい周波数に合わせて変える必要がある。また、フェライトは高周波的に高イン
ピーダンスとなる特性を有しているため、ＦＭ帯等の低い周波数における電波の吸収及び
減衰量（ロス）は少ない。
【００４８】
　次に、本実施の形態によるアンテナの受信特性について説明するが、その前にまず、理
想とすべき受信特性について考えることとする。以下では、アンテナケーブル１００単体
の長さで受信させたい２００ＭＨｚ周辺の周波数帯において、アンテナゲインが良い状態
を、理想の受信特性が得られている状態と設定する。
【００４９】
　アンテナケーブル１００の長さは、２００ＭＨｚ近辺の周波数帯を受信できる長さに調
整してあるが、実際には、アンテナケーブル１００にイヤホンケーブル２００が挿入され
ることでそのアンテナ特性は変化する。例えば、アンテナケーブル１００にイヤホンケー
ブル１００が挿入されると、そのシールド線１１１と、内部を通過する音声信号の伝送線
路との結合の影響で、アンテナゲインが劣化する。また、アンテナケーブル１００に挿入
されたイヤホンケーブル２００の影響を受け、イヤホンケーブル２００及びアンテナケー
ブル１００がアンテナエレメントとしてＲＦ信号を受信するため、全体としてのアンテナ
長が長くなり、受信する周波数帯も低い帯域の方向に移動する。
【００５０】
　さらに、イヤホンケーブル２００のＲｃｈ用イヤホン２０２Ｒと、Ｌｃｈ用イヤホン２
０２Ｌとがユーザの耳に装着された場合には、イヤホンケーブル２００が人体に非常に近
接した位置に配置されることになる。これにより、アンテナエレメントとしてのイヤホン
ケーブル２００及びアンテナケーブル１００と導体かつ誘電体である人体の影響によって
インピーダンス不整合が起き、アンテナゲインが劣化してしまう。このアンテナゲインの
劣化は、特に垂直偏波において顕著となる。
【００５１】
　本開示の発明者等は、アンテナケーブル１００のジャック１０３とケーブル部１０１と
の接続部分に抵抗を入れることで、これらの影響を排除できると考えた。そして実験の結
果、抵抗の抵抗値を４．７ｋΩとすることでこれらの影響を完全に排除でき、理想とする
受信特性を得られることが分かった。図４は、理想のアンテナ受信特性を得るためのアン
テナケーブル１００Ａの構成例を示す図であり、図３と対応する箇所には同一の符号を付
してある。図４に示すように、ＭＩＣライン１０１Ｍと、Ｌｃｈライン１０１Ｌと、Ｒｃ
ｈライン１０１Ｒと、ＩＤライン１０１Ｉにおける、ジャック１０３との接続部分に、そ
れぞれ抵抗１３１，抵抗１３２，抵抗１３３，抵抗１３４を設けている。
【００５２】
　図５は、図４に示したアンテナケーブル１００Ａによるアンテナ受信特性を示すグラフ
である。図５Ａは、イヤホンケーブル２００がジャック１０３に挿入された状態で、かつ
、人体に装着されていない状態（自由空間）で測定された値をグラフで示したものであり
、図５Ｂは垂直偏波における測定値を示し、図５Ｃは水平偏波における測定値を示す。図
５Ｄは、イヤホンケーブル２００がジャック１０３に挿入された状態で、かつ、人体に装
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着された状態で測定された値をグラフで示したものであり、図５Ｅは垂直偏波における測
定値を示し、図５Ｆは水平偏波における測定値を示す。
【００５３】
　図５Ａ～図５Ｃに示すように、イヤホンケーブル２００が人体に装着されていない自由
空間においては、２００ＭＨｚ付近でのピークゲインが、垂直偏波と水平偏波の両方にお
いて約－１０ｄＢｄ～－１３ｄＢｄ程度の高い値となっている。一方で、イヤホンケーブ
ル２００が挿入されたことにより受信されるＦＭ帯のピークゲインは、垂直偏波でも水平
偏波でも非常に低い値となっている。すなわち、イヤホンケーブル２００が挿入されたこ
とによる影響が排除され、所望とする２００ＭＨｚ付近の周波数のみが受信できているこ
とが分かる。
【００５４】
　図５Ｄ～図５Ｆに示すように、イヤホンケーブル２００が人体に装着された状態では、
２００ＭＨｚ付近の周波数において特に垂直偏波のピークゲインが、図５Ａ～図５Ｃに示
した自由空間における測定値よりも落ちてしまう。しかし、垂直偏波も水平偏波もそのピ
ークゲインは－１０ｄＢｄ前後であり、良好な受信特性が得られていると判断できる。
【００５５】
　図６に、抵抗１３１～抵抗１３４を設けていない、従来のアンテナケーブルでの受信特
性を示すグラフを示す。図６Ａは、イヤホンケーブル２００がジャック１０３に挿入され
た状態で、かつ、人体に装着されていない状態（自由空間）で測定された値をグラフで示
したものであり、図６Ｂは垂直偏波における測定値を示し、図６Ｃは水平偏波における測
定値を示す。図６Ｄは、イヤホンケーブル２００がジャック１０３に挿入された状態で、
かつ、人体に装着された状態で測定された値をグラフで示したものであり、図６Ｅは垂直
偏波における測定値を示し、図６Ｆは水平偏波における測定値を示す。
【００５６】
　図６Ａ～図６Ｃに示すように、イヤホンケーブル２００が人体に装着されていない自由
空間においては、イヤホンケーブル２００が挿入されたことにより受信されるＦＭ帯にお
いて、垂直偏波と水平偏波の両方において－１０ｄＢｄ前後の高いピークゲインが得られ
ていることが分かる。この反面、受信したい所望の周波数帯である２００ＭＨｚ近辺では
、垂直偏波と水平偏波のいずれにおいても同軸線のシールド線１１１のアンテナエレメン
トがうまく機能して、理想状態と比べて多少の劣化で留まっている。
【００５７】
　図６Ｄ～図６Ｆに示すように、イヤホンケーブル２００が人体に装着された状態では、
２００ＭＨｚ付近の周波数において特に垂直偏波のピークゲインが、図６Ａ～図６Ｃに示
した自由空間における測定値よりも落ちてしまう。また、ＦＭ帯におけるピークゲインも
、垂直偏波と水平偏波の両方において－２０ｄＢｄ前後の低い値となってしまっている。
【００５８】
　このように、図４に示したようにアンテナケーブル１００Ａのジャック１０３とケーブ
ル部１０１との接続部分に抵抗を入れることで、アンテナケーブル１００にイヤホンケー
ブル２００が挿入されることにより生じる影響を排除できることが分かる。しかし、この
位置に４．７ｋΩの抵抗１３１～抵抗１３４を入れてしまうと、抵抗１３１～抵抗１３４
が接続された先のラインを音声信号等の電気信号が通らなくなってしまう。つまり、アン
テナケーブル１００Ａのジャック１０３とケーブル部１０１との接続部分に４．７ｋΩも
の高い値の抵抗値を入れることは、現実的な解決策であるとは言えない。
【００５９】
　図７は、本実施の形態例によるアンテナケーブル１００によるアンテナ受信特性を示す
グラフである。図７Ａは、イヤホンケーブル２００がジャック１０３に挿入された状態で
、かつ、人体に装着されていない状態（自由空間）で測定された値をグラフで示したもの
であり、図７Ｂは垂直偏波における測定値を示し、図７Ｃは水平偏波における測定値を示
す。図７Ｄは、イヤホンケーブル２００がジャック１０３に挿入された状態で、かつ、人
体に装着された状態で測定された値をグラフで示したものであり、図７Ｅは垂直偏波にお
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ける測定値を示し、図７Ｆは水平偏波における測定値を示す。図７Ｄにおいては、理想的
な受信特性として示した図５Ｄの周波数－ゲイン特性を、同じ線種かつ細い線で重畳して
記載している。
【００６０】
　図７Ａ～図７Ｃに示すように、イヤホンケーブル２００が人体に装着されていない自由
空間においては、図６Ａ～図６Ｃに示した従来のアンテナケーブル１００における特性と
比較して、ＦＭ帯でのピークゲインが垂直偏波と水平偏波の両方で少し落ちているが、問
題なく使用できるレベルである。フェライトの樹脂として、ＦＭ帯においてロスの少ない
ものを選択したためである。また、２００ＭＨｚ帯の劣化も従来と同じレベルである。
【００６１】
　図７Ｄ～図７Ｆに示すように、イヤホンケーブル２００が人体に装着された状態では、
特に２００ＭＨｚ付近の帯域において、－１０ｄＢｄ程度の良好なアンテナゲインが得ら
れていることが分かる。また、２００ＭＨｚ付近の帯域における周波数－ゲイン特性が、
細線で示した理想的な周波数－ゲイン特性（図５Ｄ参照）とほぼ同一の形状として示され
ていることが分かる。
【００６２】
　つまり、本実施形態例によるアンテナケーブル１００によれば、ケーブル部１０１の芯
線として構成した各種電気信号の伝送線路と、アンテナエレメントとして機能させるシー
ルド線１１１との間に、磁性材料を含有した樹脂１１２の層を設けることで、ケーブル部
１０１のジャック１０３の接続部に大きな抵抗値の抵抗を入れたケースと同様のアンテナ
受信特性を得ることができる。つまり、樹脂層１１２の磁性材料を適切に選択することで
、ＦＭ帯では劣化が少なく、所望とする２００ＭＨｚ帯の周波数におけるアンテナ特性の
大幅な改善を実現出来ている。
【００６３】
　また、本実施の形態例によるアンテナケーブル１００によれば、アンテナエレメントと
して機能させたい部分以外の他の線材等による、アンテナエレメントに対する影響を小さ
くすることができる。これにより、アンテナエレメントと他の伝送線路との間のアイソレ
ーションを確保できるため、従来の構成と比較してアンテナの受信特性を大幅に向上させ
ることができる。
【００６４】
　また、本実施の形態例によるアンテナケーブル１００によれば、電波吸収減衰部として
の樹脂１１２に含有させる磁性材料の種類や、樹脂１１２の直径の長さ、長手方向の長さ
等を変えることによって、周波数の吸収・減衰率を容易に調整することができる。
【００６５】
　また、本実施の形態例によるアンテナケーブル１００では、図７Ｄ等に示したように、
特に水平偏波受信時のアンテナ受信特性が改善される傾向が顕著である。これにより、イ
ヤホンケーブル２００等に接続されて使用されることで、人体の影響を受けて垂直偏頗の
受信特性が悪化するケースにおいても、高いアンテナゲインが得られる水平偏波側で所望
の周波数の電波を受信できるようになる。
【００６６】
　また、本実施の形態例によるアンテナケーブル１００によれば、電気信号の伝送線路と
、アンテナエレメントとして機能させるシールド線１１１との間に、電波吸収減衰部とし
ての樹脂１１２が設けられる。このため、樹脂１１２の体積の比率を、電気信号の伝送線
路の体積に対して非常に大きくするような構成をとることも可能となる。このように構成
した場合には、樹脂１１２による層の内径部の、電気信号の伝送線路と接する部分がハイ
インピーダンスとなり、外径部のシールド線１１１と接する部分はローインピーダンスと
なる。つまり、電気信号の伝送線路とのアイソレーションは確保しつつ、アンテナの受信
特性をより向上させることも可能となる。
【００６７】
＜３．各種変形例＞
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　なお、芯線とシールド線１１１との間に磁性材料を含有した樹脂１１２の層を設けるこ
とで、各種電気信号の伝送線路とアンテナエレメントとの間のアイソレーションが取れる
ようになるため、高周波信号遮断用の素子の数を減らすことも可能となる。
【００６８】
　図８Ａ～図８Ｃは、図３に示した本実施の形態によるアンテナケーブル１００の構成か
ら、ＧＮＤライン１０１Ｇに挿入されたＦＢ１２５を取り除いた構成による、周波数－ゲ
イン特性を示したものである。図８Ａ～図８Ｃに示した周波数－ゲイン特性は、アンテナ
ケーブル１００に取り付けられたイヤホンケーブル２００が人体に装着された状態で計測
したものである。図８Ａは周波数－ゲイン特性をグラフで示したものであり、図８Ｂは垂
直偏波における測定値を示し、図８Ｃは水平偏波における測定値を示す。
【００６９】
　受信したいターゲットの周波数帯である２００ＭＨｚ付近のピークゲインは、垂直偏波
で－７ｄＢｄ程度、水平偏波で－１０ｄＢｄ程度であり、共に図７Ｄに示した、ＦＢ１２
５挿入時の特性とほぼ同等であることが分かる。すなわち、高周波信号遮断用のＦＢ１２
５を用いなくても、ＲＦ信号を遮断してその影響を削除できていることが分かる。
【００７０】
　前述したように、ＧＮＤライン１０１Ｇに挿入されるＦＢ１２５には直流インピーダン
スが低いことが求められており、この条件を満たしつつ高周波的にはハイインピーダンス
となる素子を選択しようとすると、素子のサイズが大型化してしまうという問題があった
。このようなＦＢ１２５を用いることなく高周波信号を遮断できることで、回路規模の縮
小及びコストの低減を図ることができる。
【００７１】
　なお、本開示のアンテナケーブル１００を用いることによって、ケーブル部１０１内の
他の伝送線路に挿入されたＦＢ１２１～ＦＢ１２３を削除しても、本実施の形態で得られ
る効果と同等の効果が得られる。
【００７２】
　また、上述した実施の形態では、アンテナケーブル１００の長さを３００ｍｍとした場
合を例にあげたが、これに限定されるものではない。アンテナケーブル１００の長さは、
受信したい周波数の波長に合わせた様々な長さを適用可能である。さらに、アンテナケー
ブル１００に挿入されるイヤホンケーブル２００が５００ｍｍである場合を例にあげたが
、イヤホンケーブル２００の長さもこの値に限定されない。
【００７３】
　図９は、長さが１１００ｍｍのイヤホンケーブル２００を挿入した状態で、かつイヤホ
ンケーブル２００を人体に装着していない自由空間で測定されたアンテナの周波数－ゲイ
ン特性を示すグラフである。図９Ａ～図９Ｃは、従来のアンテナケーブルによる特性を示
し、図９Ｄ～図９Ｆは、本実施の形態によるアンテナケーブル１００による特性を示す。
図９Ａ及び図９Ｄは周波数－ゲイン特性をグラフで示したものであり、図９Ｂ及び図９Ｅ
は垂直偏波における測定値を示し、図９Ｃ及び図９Ｆは水平偏波における測定値を示す。
【００７４】
　図９Ａ～図９Ｃに示す従来のアンテナケーブルによる特性によれば、図９Ａ中に破線の
円で囲った２００ＭＨｚ以降の周波数帯においては、垂直偏波では－１３．５ｄＢｄ程度
～－２．５ｄＢｄ程度のピークゲインが得られている。水平偏波では、－２０ｄＢｄ程度
～－７．５ｄＢｄ程度のピークゲインが得られている。これに対して、図９Ｄ～図９Ｆに
示す本実施の形態によるアンテナケーブル１００の特性によれば、垂直偏波では－１２ｄ
Ｂｄ程度～－２．５ｄＢｄ程度のピークゲインが得られている。水平偏波では、－１５ｄ
Ｂｄ程度～－６ｄＢｄ程度のピークゲインが得られている。すなわち、従来のアンテナケ
ーブルと比較して、アンテナの受信特性が向上していることが分かる。
【００７５】
　図１０は、長さが１１００ｍｍのイヤホンケーブル２００を挿入した状態で、かつイヤ
ホンケーブル２００を人体に装着した状態で測定されたアンテナの周波数－ゲイン特性を
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示すグラフである。図１０Ａ～図１０Ｃは、従来のアンテナケーブルによる特性を示し、
図１０Ｄ～図１０Ｆは、本実施の形態によるアンテナケーブル１００による特性を示す。
図１０Ａ及び図１０Ｄは周波数－ゲイン特性をグラフで示したものであり、図１０Ｂ及び
図１０Ｅは垂直偏波における測定値を示し、図１０Ｃ及び図１０Ｆは水平偏波における測
定値を示す。
【００７６】
　図１０Ａ～図１０Ｃに示す従来のアンテナケーブルによる特性によれば、図１０Ａ中に
破線の円で囲った２００ＭＨｚ以降の周波数帯においては、垂直偏波では－１３ｄＢｄ程
度～－９ｄＢｄ程度のピークゲインが得られている。水平偏波では、－１５．５ｄＢｄ程
度～－６ｄＢｄ程度のピークゲインが得られている。これに対して、図１０Ｄ～図１０Ｆ
に示す本実施の形態によるアンテナケーブル１００の特性によれば、垂直偏波では－１２
ｄＢｄ程度～－７．５ｄＢｄ程度のピークゲインが得られている。水平偏波では、－１４
ｄＢｄ程度～－５ｄＢｄ程度のピークゲインが得られている。すなわち、従来のアンテナ
ケーブルと比較して、特に水平偏波におけるアンテナの受信特性が大きく向上しているこ
とが分かる。
【００７７】
　また、上述した実施の形態では、電気信号の伝送線路が５本（ＭＩＣ，Ｌｃｈ，Ｒｃｈ
，ＩＤ，ＧＮＤ）である場合を例にあげたが、図１に原理図として示した構成のように３
本として構成してもよく、もしくは他の本数で構成してもよい。
【００７８】
　また、上述した実施の形態では、芯線として構成した各種伝送線路を、直接電波吸収減
衰部としての樹脂１１２で被覆した例をあげたが、これに限定されるものではない。各種
伝送線路の配置位置の固定を容易にするため、各伝送線路をポリエチレン等の樹脂で覆っ
てまず固定し、その外周部に樹脂１１２を設けてもよい。
【００７９】
［変形例１］
　図１１は、このように構成した場合のアンテナケーブル１００Ｂのケーブル部１０１Ｂ
の概略構成を示す断面図である。図１１Ａは、ケーブル部１０１Ｂをその線路長方向に対
して垂直な方向に切った場合の断面図であり、図１１Ｂは、ケーブル部１０１Ｂをその線
路長方向に切断し、図１１Ａ中に示した断面指示線Ａとして示した方向から見た場合の断
面図である。
【００８０】
　図１１Ａ及び図１１Ｂに示すように、ケーブル部１０１Ｂの中心部のＬｃｈライン１０
１Ｌと、Ｒｃｈライン１０１Ｒと、ＩＤライン１０１Ｉと、ＭＩＣライン１０１Ｍと、Ｇ
ＮＤライン１０１Ｇの配線箇所を、ポリエチレン等の樹脂１１３で被覆する。そして、そ
の外周部分を、電波吸収減衰部としての磁性材料を含む樹脂１１２で被覆している。その
外側の構成は上述した実施の形態による構成と同様であり、アンテナエレメントとしての
シールド線１１１を這わせてあり、その外周部分を保護被覆１１４で被覆してある。
【００８１】
　また、上述した実施の形態では、電気信号の伝送線路とアンテナエレメントとしてのシ
ールド線１１１とを、同軸構造とした一本のケーブル中の異なる層に設け、これらの間に
磁性材料を含む樹脂１１２の層を設けた例を説明したが、これに限定されるものではない
。例えば、電気信号の伝送線路が樹脂で被覆されてなるラインと、アンテナ線が樹脂で被
覆されるラインとを並行に配置し、これらをケーブルとして一体に構成したもの等にも適
用可能である。
【００８２】
［変形例２］
　図１２は、図１１に示したケーブル部１０１Ｂの構成における樹脂１１２とシールド線
１１１との間に、片面アルミ箔テープ１１５を設けたケーブル部１０１Ｂαの構成を示す
図である。図１２Ａは、ケーブル部１０１Ｂαをその線路長方向に対して垂直な方向に切
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った場合の断面図であり、図１２Ｂは、ケーブル部１０１Ｂαをその線路長方向に切断し
、図１２Ａ中に示した断面指示線Ａとして示した方向から見た場合の断面図である。図１
２において、図１１と対応する箇所には同一の符号を付してあり、重複する説明は省略す
る。
【００８３】
　図１２Ａ及び図１２Ｂに示した片面アルミ箔テープ１１５は、一方の面がアルミ箔で構
成され、他方の面が電気絶縁粘着テープで構成される。図１２Ａ及び図１２Ｂに示した構
成では、樹脂１１２側にアルミ箔が配置され、シールド線１１１側に電気絶縁粘着テープ
が配置される。このように構成される片面アルミ箔テープ１１５を、樹脂１１２とシール
ド線１１１との間に設けることで、ケーブル部１０１Ｂの中心に設けられた各伝送線路か
ら発生するノイズが、片面アルミ箔テープ１１５のアルミ箔によってより確実に遮断され
るようになる。すなわち、各伝送線路から発生するノイズが、アンテナエレメントとして
のシールド線１１１側に、より漏れにくくなる。
【００８４】
　また、図１２Ａ及び図１２Ｂに示した構成によれば、電気絶縁粘着テープを有する片面
アルミ箔テープ１１５によって、シールド線１１１と樹脂１１２とが密着する。つまり、
シールド線１１１及びアルミ箔よりなる導体と、磁性材料を含有する樹脂１１２よりなる
磁性体との境界面に、不連続な空隙が発生しなくなる。それゆえ、導体としてのシールド
線１１１及びアルミ箔と、磁性体としての樹脂１１２との境界の部分において、各伝送経
路から発生したノイズが外部に飛び出しにくくなる。よって、図１２Ａ及び図１２Ｂに示
した構成によれば、樹脂１１２の電波吸収減衰部としての機能をより高めることができる
。
【００８５】
　なお、図１２Ａ及び図１２Ｂに示した例では、シールド線１１１と樹脂１１２との間を
片面アルミ箔テープ１１５で接着する例を挙げたが、これに限定されるものではない。片
面アルミ箔テープ１１５の代わりに、電気絶縁粘着テープを有さないアルミ箔を設けても
よい。なお、このアルミ箔の部分は導体であればよいため、銅や金等の他の部材を用いて
もよい。
【００８６】
［変形例３］
　図１３は、このように構成した場合のアンテナケーブル１００Ｃのケーブル部１０１Ｃ
の概略構成を示す概要図である。図１３Ａは斜視図であり、図１３Ｂはケーブルをその線
路長方向に対して垂直な方向に切った場合の断面図である。図１３Ａ及び図１３Ｂに示す
アンテナケーブル１００Ｃは、信号伝送線路１５１と、アンテナ線１５２とが互いに並行
に配置され、それらが不図示の保護被覆で被覆されてなる。信号伝送線路１５１は、Ｌｃ
ｈライン１０１ＬＣと、Ｒｃｈライン１０１ＲＣと、ＧＮＤライン１０１Ｇとが樹脂１１
２Ａで被覆されてなり、アンテナ線１５２は、軟銅線等よりなる複数の金属線１１１Ａが
、樹脂１１２Ｂで被覆されてなる。樹脂１１２Ａ及び樹脂１１２Ｂは、互いに上述したよ
うな磁性材料を含有するものであり、電波吸収減衰部として機能する。
【００８７】
　このように、音声信号その他の電気信号を伝送する信号伝送線路１５１と、アンテナエ
レメントとしてのアンテナ線１５２とを、樹脂１１２Ａ又は樹脂１１２Ｂでそれぞれ個別
に被覆し、それらをケーブルとして一体に構成してもよい。このときの信号伝送線路１５
１とアンテナ線１５２は、図１３Ａ及び図１３Ｂに示したようにそれぞれを１本で構成し
てもよく、２本以上で構成してもよい。また、図１１に示したように、線材をいったんポ
リエチレン等の樹脂で覆ってからその外周に磁性材料を含む樹脂１１２Ａ又は１１２Ｂを
設けてもよい。また、樹脂１１２Ａと１１２Ｂのいずれかは磁性材料を含み、他方は含ま
ないポリエチレン等の樹脂、という構成としてもよい。
【００８８】
　また、上述した実施の形態では、アンテナエレメントを編組構造のシールド線１１１と
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して構成した例と、信号伝送線路１５１と並行して配置される金属線１０１Ａとして構成
した例をあげたが、これらの構成に限定されるものではない。例えば、軟銅線等の金属線
で構成した金属線を、信号伝送線路を被覆した円筒状の樹脂の外周にらせん状に巻回させ
てアンテナエレメントとしてもよい。
【００８９】
［変形例４］
　図１４は、このようにしてアンテナエレメントを構成したアンテナケーブル１００Ｄの
概略構成例を示す概要図である。電気信号を伝送する伝送線路は、上述した実施の形態と
同様に同軸構造のケーブルの芯線として構成してあり、例えば、Ｌｃｈライン１０１Ｌ，
Ｒｃｈライン１０１Ｒ，ＩＤライン１０１Ｉ，ＭＩＣライン１０１Ｍ，ＧＮＤライン１０
１Ｇとよりなる。これらの信号伝送線路の外周部を、磁性材料を含有する電波吸収減衰部
としての樹脂１１２で被覆してあり、その外周部に、軟銅線等の金属線１０１Ａａをらせ
ん状に巻回させてある。
【００９０】
　このように構成することで、アンテナケーブル１００のケーブル長より長い金属線１０
１Ａａを、アンテナケーブル１００内に収容することが可能となる。これにより、アンテ
ナケーブル１００のケーブル長を長くすることなく、アンテナケーブル１００のケーブル
長で受信できる周波数帯よりも低い周波数帯を、アンテナケーブル１００に巻回させた金
属線１０１Ａａによって受信できるようになる。したがって、装置の小型化を図ることが
可能となる。よって、例えば、イヤホン部分に音声再生機能やチューナ部を内蔵させた、
イヤホン一体型音声再生装置等の、ケーブル部の長さに対する制約が大きい製品にも適用
が可能となる。
【００９１】
　なお、本開示は以下のような構成も取ることができる。
（１）所定の長さを有するアンテナエレメントと、
　電気信号を伝送する伝送線路と、
　前記アンテナエレメントで受信する周波数帯の電波を吸収して減衰させる特性を有し、
少なくとも前記アンテナエレメントと前記伝送線路との間に配置される電波吸収減衰部と
を備えるアンテナ。
（２）前記電波吸収減衰部は、磁性材料を含有する絶縁体で形成される（１）に記載のア
ンテナ。
（３）前記絶縁体に含有される前記磁性材料には、複素透磁率の磁気損失項の虚部μ′′
の値が、前記アンテナエレメントが受信する周波数帯において大きい材料が用いられる（
１）または（２）に記載のアンテナ。
（４）前記アンテナエレメントと、前記伝送線路と、前記電波吸収減衰部とを被覆する被
覆部を備え、
　当該アンテナは、前記アンテナエレメントと、前記伝送線路と、前記電波吸収減衰部と
、前記被覆部とが一体とされたケーブルとして構成される（１）～（３）のいずれかに記
載のアンテナ。
（５）前記伝送線路は、その略全長を前記電波吸収減衰部で被覆されており、前記アンテ
ナエレメントは、前記電波吸収減衰部の外側に配置される（１）～（４）のいずれかに記
載のアンテナ。
（６）前記アンテナエレメントは、前記電波吸収減衰部の外周部分に、前記電波吸収減衰
部の略全長を被覆する形状で設けられる（４）または（５）に記載のアンテナ。
（７）前記アンテナエレメントは、前記電波吸収減衰部の外周部分に、編組線又は巻き線
として形成される（４）～（６）のいずれかに記載のアンテナ。
（８）前記アンテナエレメントは、線状の形状であり、前記電波吸収減衰部の外周部分に
螺旋状に巻回されて構成される（４）～（７）のいずれかに記載のアンテナ。
（９）当該アンテナは、前記電波吸収減衰部でその略全長が被覆された前記伝送線路と、
その外周部分がその略全長に渡って前記電波吸収減衰部で被覆された前記アンテナエレメ
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アンテナ。
（１０）前記絶縁体に含有される前記磁性材料は、フェライトである（１）～（９）のい
ずれかに記載のアンテナ。
【符号の説明】
【００９２】
　１…受信システム、１０…アンテナ、１１…伝送ライン、１１Ｇ…ＧＮＤライン、１１
Ｌ…Ｌｃｈライン、１１Ｒ…Ｒｃｈライン、１２…樹脂、１３…シールド線、１４…保護
被覆、１００，１００Ａ，１００Ｂ，１００Ｃ，１００Ｄ…アンテナケーブル、１０１…
ケーブル部、１０１Ａ，１０１Ａａ，１０１Ａｂ…金属線、１０１Ｂ，１０１Ｃ…ケーブ
ル部、１０１Ｇ…ＧＮＤライン、１０１Ｉ…ＩＤライン、１０１Ｌ…Ｌｃｈライン、１０
１ＬＣ…Ｌｃｈライン、１０１Ｍ…ＭＩＣライン、１０１Ｒ…Ｒｃｈライン、１０１ＲＣ
…Ｒｃｈライン、１０２…プラグ、１０３…ジャック、１０３Ｇ…ＧＮＤ端子、１０３Ｉ
…ＩＤ端子、１０３Ｌ…Ｌｃｈ端子、１０３Ｍ…ＭＩＣ端子、１０３Ｒ…Ｒｃｈ端子、１
１１…シールド線、１１２，１１２Ａ，１１２Ｂ，１１３…樹脂、１１４…保護被覆、１
１５…片面アルミ箔テープ、１２４，１３１～１３４…抵抗、１５１…信号伝送線路、１
５２…アンテナ線、２００…イヤホンケーブル、２０１…ケーブル部、２０２Ｌ…Ｌｃｈ
用イヤホン、２０２Ｒ…Ｒｃｈ用イヤホン、２０３…プラグ、２１０…先端部、２１０Ｇ
…ＧＮＤ端子、２１０Ｌ…Ｌｃｈ端子、２１０Ｒ…Ｒｃｈ端子、２２０…後端部、２２０
Ｇ…ＧＮＤ端子、２２０Ｌ…Ｌｃｈ端子、２２０Ｒ…Ｒｃｈ端子、３００…携帯端末、３
１０…接続端子、３１１…１ピン、３１２…２ピン、３１３…３ピン、３１４…４ピン、
３１５…５ピン、３１６…シールド、３１７…フェライトビーズ、３１８…コモンモード
チョーク、３１９…コンデンサ、３２０…表示部

【図１】 【図２】
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【図１３】 【図１４】
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